
要旨
　トラウマが及ぼす影響は、当事者のみならず、当事者を取り巻く家族や地域社会に加え
て、当事者を支援する支援者や支援組織にも及ぶ。当事者への再トラウマを予防し、子
どもの生活する環境全体へのトラウマインフォームドケア（Trauma Informed Care: TIC）
を普及する上で、支援者および支援組織のありようは重要な要素といえる。
　本研究では、欧米諸国における支援者対象の TIC 研修に関する効果検証を行った研究
論文を精査し、トラウマを抱えた子どもの支援に携わる児童福祉領域が TIC の視点から
支援を行う上で求められるありようを検討した。論文精査の対象となった調査研究の多く
は、地域全体を対象に介入を実施し、児童福祉支援に携わるあらゆる支援者、最前線の現
場で働く支援者から管理職までを対象に研修やプロジェクト参加を呼びかけることで、組
織全体の変容を念頭にプロジェクトを展開していた。また多機関、多職種の支援者ととも
にリソースペアレントが協働したプロジェクト形態をとっていた。介入プログラムの構成
は、NCTSN（National Child Traumatic Stress Network）の提示する TIC に関するガイド
ラインを参照し、既定のエビデンスベースドプログラムを基盤に、現場の実践に関連する
内容構成とすることで、参加者のニーズやモチベーションを高める工夫がなされていた。
介入は様々な形態で行われたが、トラウマに関する知識の増加や研修参加に対する満足度
など、総じて TIC 導入としての有効性が確認された結果が得られたとともに、支援対象
者である子どもの行動問題の減少が認められた報告もあった。一方で、完全に TI なシス
テムとなるためには、長い年数を要すること、またTICを実践する障壁としてコミュニケー
ション不足や支援人口不足、トレーニング受講者数の少なさがあげられた。組織（関係機
関）間や支援者同士、また専門家とを公式につなげるコミュニケーション構造や、地域と
個人が協働できる土壌の醸成は、TIC 先進国の米国においても進展が難しいことが明らか
となった。
　これらの考察をふまえ、公衆衛生的視点からトラウマへの理解を深め、それぞれの立場
に応じたトラウマの理解と対応に求められる視点として、カジュアルな人と人とのコミュ
ニケーションの脈路の上に、組織としてのコミュニケーションが成立し、風通しの良い共
通言語による協働が構築される方策が求められる。
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1. はじめに

トラウマという概念が日本に知られるきっかけとなった阪神淡路大震災から 25 年を経た今、

トラウマにより日常生活に重大な支障が生じた状況から確かに回復できること、そしてそのた

めの特定の介入・治療法が有効であり、トラウマに関する支援を専門機関で受けることができ

ることは広く知られるようになった。しかし、トラウマが及ぼす影響は、当事者のみならず、

当事者を取り巻く家族や（学校や職場など）地域社会に加えて、当事者を支援する支援者や支

援組織にも及ぶことがわかってきた。

そこで本研究では、トラウマを抱えた子どもの支援に携わる児童福祉領域における支援のあ

りようをトラウマの視点から捉えなおし、支援者および支援組織に求められる安全・安心な環

境構築に向けた方策を検討することを目的に先進諸国の取り組みを精査する。

2．児童福祉領域における支援者

厚生労働省雇用動向調査（令和元年）13)によると、医療・福祉領域における離職率(14.4％)で

あり、これは宿泊業・飲食サービス業、卸売業・小売業に次いで多い離職者数である。子ども

を支援する組織における労働環境をみてみると、主に児童福祉施設に勤務する職員に対する意

識調査 12)からは、勤務経験 0~3 年目の職員が経験している困難に関する内容として、「能力・

技能の不足」「自信喪失・無力感」が多く挙げられ、この傾向は 4~6 年目、7~9 年目、10 年目

以降の職員においても同様にみられた。それに加えて 7~9 年目の職員では「責任の重さ」「業

務量」の多さが困難経験内容に加わり、10 年目以降においても「責任の重さ」から来る負担が

あげられる。このように経験年数を重ねてもなお、能力・技能の不足や自信喪失・無力感を抱

えながら就労せざるを得ない状況が生じていることが示唆された。この背景には支援の対象と

なる子どもたちの抱える困難への対応の難しさがあげられる。トラウマの影響を受けた子ども

は、毎日の生活の中に安全・安心を見出すことができない環境を生き抜いてきた。そのため、

何気ない言葉かけやしぐさ、やりとりの中にトラウマ記憶に触れる引き金があり、結果、生き

残るための激しい行動化が生じることがある。落ち着きのなさや暴言・暴力などの形で表出さ

れることもあるこうした行動はしばしば問題行動として叱責や指導の対象となり、かえって問

題行動の増加（悪化）を招く。支援に携わるすべての人に子どものトラウマへの理解が根付い

ていなければ、日常の支援が意図せず子どもにさらなるトラウマを与える「再トラウマ」とな

るだけでなく、支援組織そのものが適切に機能しない事態となりかねない。児童福祉領域にお

ける支援現場では、子どもの抱えるトラウマへの理解のばらつきや、トラウマの背景を理解し

た関わりの欠如とともに、仕事量の多さからくる多忙や精神的疲弊による支援者間のコミュニ

ケーションの減少、さらに支援者自身へのトラウマの影響や組織風土の問題など、子どもを支

援する支援者や支援組織全体へのトラウマの影響が指摘されている 17)。

こうしたことをふまえ、安全・安心な環境を構築する上で、支援者および支援組織に求めら
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れるありようをトラウマインフォームドケアの視点から整備することの意義が近年提示され

ている。

3.トラウマインフォームドケアとは

つまり、TIC とはヒトが生活する環境に必ず何かしらあるトラウマとその影響に気づこう

とし配慮を行う態度といえ、このようにトラウマを広くとらえる公衆衛生的視点から見てい

くことは、児童福祉領域における支援の充足にも不可欠といえる。Bloom5）は、トラウマや

逆境について何を知り、どういった関わりが求められるかはそれぞれの立場で異なり、立場

と目的に応じたトラウマの理解と対応として 3 つの段階があるとしている（図 1）。

第3段階

トラウマに
特化したケア

第2段階

トラウマに
対応したケア

第1段階

トラウマ インフォームドケア

図1 公衆衛生的視点からみたトラウマケア
（Bloom 2016をもとに作成）

その中でTICは、環境整備のための公衆衛生的アプローチの第１段階であり、生活環境内のす

べての人がトラウマについての一般的な知識を持ち、トラウマとなるような出来事がどのよ

うな影響をヒトに及ぼすかを知り、基本的な対応をするというトラウマのメガネを通して

（ヒトの言動を）見ることといえる。これはトラウマに対する専門的治療である第3段階のト

ラウマに特化したケアとは異なり、すべての人が対象となることから、児童福祉領域における

支援の土台作りともいえる。

　TICを支援の現場に適用した場合、米国薬物乱用精神保健管理局（SAMHSA: Substance Abuse 

and Mental Health Services Administration）19)は、「トラウマインフォームドなプログラム・組

　トラウマインフォームドケア（以下、TIC）は、欧米の児童福祉、家族支援、司法、精神

医療、教育領域における目指すべき原理として推奨される視点となっている。支援システ

ム全体において、トラウマの潜在的な影響を認識し、敏感に反応できる組織的な取り組み

が実践されることが目指される。そのため、TICの対象となるのは、支援対象者に限定され

ないことはもちろんのこと、支援対象者の養育的役割を担う者やその周囲にいる人のみな

らず、支援対象者を支援する支援者やその支援者が属する組織に働く事務や管理部門など

すべての人が対象となる。また、民間や行政機関などあらゆるレベルでの組織的体験にも

注目し、組織文化そのもののトラウマの影響を考慮することが求められる。
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トラウマインフォームド（以下、TI）という用語は、欧米で標準語として認知されている一

方で、その定義や包含する概念に関する共通見解はいまだ得られておらず、TIC になるための

戦略も多様である 10)。さらなるトラウマ暴露を防ぐこと、そして児童福祉制度と関連するあら

ゆる分野で出会うトラウマにさらされた子どもを同定し、支援するという共通目標のもと、多

様な実践が展開されている。

4．文献精査

4-1 目的

TI な実践を実現するために求められる要素を抽出することを目的に、先進諸国における TIC

の実践および効果に関して、論文精査を通して明らかにする。

4-2 方法

“Trauma Informed Care” AND “Child Welfare” を検索キーワードとし、発行年に関しては特

に指定せず、PubMed を用いて関連する文献を検索した（2020 年 10 月 10 日にアクセス）。

4-3 選定基準

1) 児童福祉領域における TIC に関する介入研究を対象とする

2) 児童福祉の対象となる子どもを支援する立場にある者および支援組織を対象とした

TIC に関する介入研究を対象とする

3) TIC に関する介入研究として、介入前と介入後の 2 期間における評価を行い、比較検

証した研究を対象とする

4) 英語で報告された原著論文を対象とする

5) TIC に関する総説・レビュー、解説、コメント、記事、短い実践報告は除く

4-4 結果

文献検索データベースにおいて、検索キーワードをもとに検索した結果、26 文献が抽出さ

れた。これらの文献に関して題目および抄録の精査、必要に応じてフルテキストを精読の上、

織・システムとは、トラウマの広範な影響を理解し、回復への可能な道筋を知っているこ

と。クライエントや家族・職員・その他システムに関係する人たちに生じるトラウマの兆候や

症状を認識し、トラウマに関する知識を方針・手続き・実践に充分に統合して対応すること

で、積極的に再トラウマ化を予防することを探求する」（p.9）としている。そしてTICは、ト

ラウマに特化した介入を含むものではあるものの、異なるものであると定義づけている点に

おいて、図1におけるピラミッドの土台部分に相当することがわかる。

(1)　文献検索の結果
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選定基準を満たさない 16 本を除外し、最終的に 10 本の文献を詳細なレビューの対象とした。

選定した 10 論文について、著者、発行年、地域と期間、対象、主催と実施、目的、プログラ

ム構成と参加、主要な結果を表 1 にまとめた。

(2)　対象地域と対象者

10 論文の中で、アイルランドの調査報告 1 論文 16)を除いた 9 論文 2)3)7)8)11)14)15)18)20)が、米国

における実践報告であった。そのうち、マサチューセッツ州での 5 年プロジェクト関連が 2 論

文 2)3)、コネチカット州での 5 年プロジェクト関連が 2 論文 7)15)、テネシー州の 2 年プロジェ

クト関連 14)、ニューハンプシャー州の 5 年プロジェクト関連 11)、ノースカロライナ州 20)、オ

ハイオ州 18)、バルチモア市 8)でのプロジェクトがそれぞれ 1 論文ずつであった。

対象者は、児童福祉領域における支援者を対象としたものが 6 論文 2)7) 8)11)14)18)あり、すべて

においてフロントライン（最前線の現場）で働く支援者とリーダーやスーパーバイザーの役割

を担う支援者の両者を調査対象としていた。次に支援の対象となる子どもを調査対象としたの

は、3 文献 2)3)18)で、そのうち 2 論文はマサチューセッツ州の調査報告 2)3)、残る 1 論文はスク

リーニング 18)の効果に関するものであった。最後に社会的養護の一形態といえるリソースペ

アレント（里親、養子、親族関係による養育）を対象としたものが 2 論文 16)20)あった。

(3)　調査研究主催について

 行政主導で実施された TIC 普及プロジェクトの一環として、その効果検証を行ったのが 8 論

文 2)3)7) 8)11)14)15) 20)あった。その他 2 論文 16) 18)について、行政から児童福祉業務を委託されてい

る非営利団体での効果検証 18)が 1 論文、行政を通したリクルートで対象者を選定していたの

が 1 論文 16)であった。なお、行政主導のプロジェクトについて、大学等のアカデミアが協働し

て調査研究として立ち上げ、施行していることが明らかなのが 5 論文 2) 3) 11) 14) 20)であった。

(4)　介入の焦点と研究目的

 行政主導のプロジェクトに関する調査研究 6 論文 2) 7) 8) 11) 14) 15)では、地域全体を対象に実施

すること、そして児童福祉支援に携わるあらゆる最前線の現場で働く支援者から管理職の支援

者まで組織全体の変容を念頭にプロジェクトを展開している点が特徴といえる。

例えば、マサチューセッツ州プロジェクト MCTP2) 3)では、児童福祉領域における各組織間

で共通言語を構築する必要性から、組織間の協働を重視したクロス・システムコラボレーショ

ンのモデルを導入し、TILT(Trauma-Informed Leadership Teams)構成員として CW ワーカーやス

ーパーバイザー（supervisor; SV）、管理職（マネージャー）、地域サービス提供者（精神保健ワ

ーカー、学校関係者、小児科医、裁判所職員）里親などの支援者のみならず、支援受給者（親、

青少年）をも対象として構成し、共に研修の受講等を通して対話する機会を積極的に作ること
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を通して協働するためのチームとしての醸成を図っていた。

また、ニューハンプシャー州プロジェクト 11)では、プロジェクト開始に先立ち、行政組織内

の青少年の支援に関する部局である児童保護サービス（Child Protective Services; CPS）と少年

司法サービス（Juvenile Justice Services; JJS）が統合され、DCYF（Division for Children, Youth, 

and Families；青少年家庭課支局 )として、子どもに関する支援を一本化する組織を設立するこ

とで、TIC を実践する風土を整備した。そのうえで、5 年間の州全体での多面的な TIC 事業を

展開し、児童福祉スタッフの実践と認識の変化を検討した。

コネチカット州プロジェクト CONCEPT（The Connecticut Collaborative on Effective Practices 

for Trauma）の目的 7)15)は、子ども期のトラウマに関する研究とベストプラクティスを統合し

た TI な児童福祉システムを構築し、その結果、よりよい見立て（同定）とケース計画、サー

ビスを子どもと家族に提供することであった。一次戦略として労働力開発、スクリーニング、

トラウマに特化したエビデンスベーストな実践（Evidence-Based Practices: EBPs）の普及、政策

転換を目指した。そこで、最前線の現場で働く支援者からスーパーバイザーや管理職に至るま

でそれぞれの役割に応じた研修やミーティングを定期的に開催するとともに、トラウマに特化

したエビデンスに基づく治療法（Evedence Based Treatment: EBT）がどこででも受けられるよ

うに、EBT 普及に向けたトレーニング、政策や実践に関するガイドラインの策定も行った 7)15)。

行政主導のプロジェクトに関する調査研究 6 論文 2) 7) 8) 11) 14) 15)の主たる目的は、トレーニン

グを通した支援者の満足度や知識（トラウマに関する態度、スキル、行動、トラウマに関連し

たシステムのパフォーマンス）に対する認識の変化の評価 2) 7) 11) 14) 15)、チーム・組織としての

TIC 取り組みの評価（システムとしての変化）2) 7) 11) 15)、子どもの行動の変化 2) 3)、トラウマに

特化した治療へのリファー能力の変化 8)であった。

里親を含むリソースペアレントを対象とした調査研究 16) 20)では、TIC への理解を深めるこ

と、毎日の生活の中で養育者としての自己効力感を向上させることに焦点をあてた心理教育カ

リキュラムを実施することで、地域生活内での TIC 普及を狙った。

オハイオ州の調査研究 18)はスクリーニングに特化し、導入による問題発見率と対応の変化

を検証した。

(5)　介入プログラム構成

 すべての論文において NCTSN（National Child Traumatic Stress Network）の提示する TIC に

関するガイドラインを参照しており、8 論文 2) 3) 7) 8)11)14) 15)20)において特に SAMSHA（2014）19)

の TI なアプローチのための 6 つの主要原則や、10 の実施領域をもとにプログラムを構成して

いた。

TI なアプローチのための 6 つの主要原則とは；

1. 安全
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2. 信頼性と透明性

3. ピアサポート

4. 協働と総合性

5. エンパワメント、意思表明と選択

6. 文化、歴史、ジェンダーの問題

である。また、TI なアプローチのための 10 の実施領域とは；

1. 管理とリーダーシップ

2. 方針

3. 物理的環境

4. 取り決めと関与

5. 部門を超えた協働

6. スクリーニング、アセスメント、治療サービス

7. 研修と人材開発

8. モニタリングと質の保証の向上

9. 資金調達

10. 評価

である。

これらを実地に移すために多くの介入では Learning Collaborative モデル 1)をもとにプログラ

ムを構成しており、そのために企画、実施、継続プロセス全般にわたって必要な人員確保と連

携体制を構築し、学習目標や内容の精査を行っていた 2) 3) 7) 8)14) 15)。Learning Collaborative とは、

複数人以上で学習に従事する際に、主導的役割を担う立場の人を中心に、互いのリソースとス

キルを活用しながら協働で、目指す学びの目標に到達するための教育的な学びのアプローチで

ある。

TIC を組織やシステム全体に普及するアプローチを成功させるために、異なる組織レベル

(管理職、スーパーバイザー、臨床家)や、異なる機関のチームが協働する機会が求められるこ

とから、州全体でのプロジェクト 2) 3) 7) 8) 11) 14) 15)では、異なる組織レベル・機関をチームとして

集め、年間を通して定期的に直接会う機会やコンサルテーション等を実施していた。またトラ

ウマチャンピオン(Trauma Champions)として、最前線で働く支援者や SV、管理職、臨床コーデ

ィネータを含む部署内の多様な役割の中から、TIC の実践を支援し維持する代表として各施設

2～4 名を選出し、TIC を先導しモニタリングする役割を担わせることで、職場環境全体に TIC

を浸透させる手法がとられていた 7) 11) 15)。さらにスタッフのウエルネスを向上させるための取

り組みを実践する中で、物理的環境として「落ち着く部屋」を整備したり、セルフケアのため

の工夫（瞑想、ヨガなど）を取り入れるなど、TIC の実施領域は多岐にわたっていた 7) 15)。

研修内容に関しては、知識の習得や定着には対面の学習セッションを継時的に実施するとと
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もに、学習セッションと学習セッションの間にコンサルテーションやコーチング、SV を電話

や訪問等を通して定期的に実施し、練習と議論を通した学習内容の強化といった工夫がなされ

ていた。また対面の学習セッションでは、座学に加え、体験演習、発表の機会、ビデオ、デモ

とロールプレイ、シミュレーション体験、グループワーク、ケース検討などを通した実践的で

反復練習を取り入れた社会人教育のアプローチがなされていた 14)。さらに、よりカジュアルな

学習や交流の機会を持つための工夫をしているところもあった 7) 15)。こうした知識の習得と定

着を図るためのプログラム期間は、6 か月から 4 年までの多岐にわたるものであった。

児童福祉領域における TIC の実践に関するカリキュラムとして、5 論文で参考にされていた

のが、The Child Welfare Trauma Training Toolkit (CWTTT)21)であった。CWTTT は、NCTSN の TI

な児童福祉システムの定義、それに関連する必須要素に沿ったカリキュラムとして、トラウマ

が子どもや大人の発達や行動に与える影響、TI な児童福祉システムに関連した知識とスキル

を児童福祉関係者に提供するためのモジュールを提供している。

リソースペアレントを対象とした論文では、NCTSN のワークグループが開発した Resource 

Parent Curriculum（RTC）を使用したワークショップ研修を実施したり 20)、トラウマの統合的

生物心理社会学的な学際的理解を強調したプログラムを導入することで、子どもの生活におけ

る進歩を支える里親の役割を強調し、関係機関との協働とエンパワメントに価値を置く介入を

実施していた 16)。オハイオ州の調査研究 18)は、TI なアプローチのための 10 の実施領域のうち

のスクリーニングに特化した論文であった。

(6)　介入の結果

①　支援者への効果

介入は様々な形態で行われたが、総じて TIC 導入としての有効性が確認された結果といえ

る。具体的な結果としては、トラウマや TIC に関する知識や態度、実践の深まり 2) 11) 15)、組織

としての TIC へのシフト 2) 15)、トレーニング内容が児童福祉における仕事と直結した内容で有

益であったゆえの高い満足度（88.2％～98.6％）の報告 14)、エビデンスに基づいた治療へのリ

ファーの増加 2)や、リファーの仕方やリファー先、自組織と他組織との機能役割の違い、リフ

ァーの重要性の理解の向上 8)などが報告された。また、TIC に関する知識や態度としてトラウ

マスクリーニングやケースプランニング、システム全体のパフォーマンスの改善が認められた

り 11)、トラウマトレーニングや教育の効果は管理職よりも最前線で働く現場スタッフでより

見られた 15)といった報告もあった。その他、トラウマに関連した SV 等を通したスタッフへの

全面的なサポートが高い評価が得た一方で 7)、地域ごとに企画された二次的トラウマティック

ストレスに関するワークショップやワークショップ後のコンサルテーションや福利厚生助成

の効果が予想に反して小さかったといった報告もあった 7)。

　経年実施による効果としては、TIに関する知識や態度、実践が2年にわたるプロジェクトを
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リソースペアレントについては、トラウマを経験した子どもの子育てに関する知識と理解、

自己効力感、子どもの困難な行動を許容する意欲の高まり 16)20)、研修の満足度 20)、里親が、感

情行動面で子どもが問題(多動、同胞との問題)に遭遇するのを見る件数が有意に減少した 16)と

いった報告があげられた。

また、インタビュー調査 8)から浮かび上がってきた課題として、リファーの重要性が指摘さ

れる一方で、リファーに関する具体的なリソースが提供されなかった、具体的にどういう状況

の時にリファーしたらいいかがわからない、トレーニングを受けた職員が少ない、子どもに関

連するシステム間に正式なつながりがないため、コミュニケーション不足が生じるといったこ

とが、トレーニングを受けたにもかかわらず TIC 実践する障壁として残っていたと報告され

ていた。

②　支援対象者への効果

支援対象者の変化に関して記載されたのはマサチューセッツ州のプロジェクト関連の 2 論

文 2)3)とスクリーニングに関する 1 論文 18)であった。

マサチューセッツ州のプロジェクトでは、支援者の TIC に関する介入の結果、支援対象者で

ある子どもの行動問題の減少が認められた 2)。また、プロジェクト一年目の報告では、介入群

はコントロール群に比して、マルトリートメント報告が多かったにも関わらず、立証された報

告は 15％少なく、また身体的虐待体験（12％）およびネグレクト体験（14％）が少なかった。

この報告件数の増加は、研修を受けたことによるマルトリートメントに関する知識と対応への

理解が進んだことによるものと考えられるとしている 3)。なお、性虐待に関して有意差は認め

られなかった。

残る 1 論文では、スクリーニングにおける検出率について、3 歳以下の子どもの社会情緒的

問題を同定する割合に有意な改善が認められた 18)という報告があった。

4-5 考察

本研究では、先進諸国における TIC の実践および効果に関して 10 論文を概観し、TI な実践

の普及に求められる要素を抽出することを目的とした。

 多くの文献で、行政主導の地域全体への統一したプロトコルでの研修プログラム実施という

形態がとられ、TIC 普及における基本原理として NCTSN のガイドラインが採用されていた。

通して深まり、組織としてTICへのシフトが起きていることが示された論文15)、初年度に中心

的役割を担っていた行政機関や児童福祉サービススタッフが、次年度以降にはその役割を現

場に引き継ぐ形でプロジェクトを継続した結果、システムとしてのTICに関する能力のレベ

ルが維持され、子どもや家族、児童福祉スタッフへのTIC提供といったシステムとしての能

力が向上していたという報告もみられた7)。
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この背景には、米国で Trauma-informed Care for Children and Families Act が 2017 年に立法化さ

れ、連邦政府主導での TIC の導入と実践が奨励されていることがあげられる。こうした点に

おける本邦の実情との違いはあるものの、以下 3 点から TIC 普及に関する方向性と展望を考

察する。

(1)　プロジェクト推進のための協働

TIC 普及の重要なキーワードとして「協働」があげられる。プロジェクトの多くは、地域全

体を対象に TIC に関する啓発やプログラムを実施していた。そのために児童福祉領域のさま

ざまな支援者を対象にプロジェクトへの参加を促すことができていた。また地域全体を対象と

したプロジェクトの中でも、行政機関と大学等の教育研究機関との協働は 5 論文 2) 3) 11 14) 20)で

みられ、資源の発掘やサポートの組織的な提供、効果検証に関する枠組みと持続可能性を保証

する上で、効果的な協働であったと考えられる。

次に、プロジェクトの参加対象が多機関、多職種であったのが 6 論文 2)7) 8)11)14)18)あり、多機

関、多職種による協働が TIC 普及の促進剤として示唆される結果であった。例えば、マサチュ

ーセッツ州のプロジェクト(MCTP)2)3)では、多機関協働(Breakthrough Series Collaborative (BSC) 

Method)および、集中的な学習コミュニティを通した人材開発トレーニングの仕組み(Intensive 

Learning Community (ILC) workforce development training design)を導入することで、子どもの安

全とパーマネンシー、ウェルビーイングの改善を目指した。その結果、1) 複雑性トラウマに

さらされた子どもを同定しアセスメントする力の向上、2) 3 つのエビデンスベーストなトラウ

マ治療を提供できる支援者の増加、3) エビデンスベーストなトラウマ治療(EBTs)へのリファ

ー率上昇と連携強化、4) 養育者の子どものトラウマへの気づきと敏感性の増加など、子ども

に関わるあらゆる関係機関における TIC に関する知識や TIC に基づいたメンタルヘルス実践

こうしたチームによる積極的な話し合いの機会を児童福祉部門のリーダーシップのもと継

続的に設定したからこそ、トレーニングの仕組みとして機能し、多機関協働が促進された。こ

が強化された。そこでは、地域レベルでTICシステムを結実させるための構造としてTILTと

いうチームが構成された。TILTの構成員は、児童福祉ワーカー、スーパーバイザー、管理

職、地域サービス提供者（精神保健ワーカー、小児科医、学校教育関係者、一次ケア提供

者、司法関係者）に加えて、支援受給者（親、若者）、里親とし、子どもに関わる多様な地域

の成員の参加により構成された。ここで注目すべき点として、子どもの養育機能を担うリソ

ースペアレントもチームの構成員としているということである。Cohenら6)は家族をサポート

したり、養育者が情緒的に機能できることは、子どものトラウマ症状緩和に有効であること

から、子どもの全般的なウェルビーイングのためには養育者を治療に参加させることは欠か

すことができないとしている。このことからも、リソースペアレントをチームに参加させる

ことの意義は明らかといえる。
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のようなシステム間の協働を強化することで、必要に応じてリファーできるというセーフティ

ネットが支援者側にも存在したからこそ、トラウマを受けた子どもと家族によりきめ細かく対

応できるようになったと考えられる。

TIC 普及とエビデンスに基づいた治療につながるための合理的ステップとして、関係機関や

支援者と専門家をつなげ、チームとしての構造を発展させること、そして公的支援システムに

おける外的内的文脈を考慮する必要性を Damian ら 8)は指摘している。外的要因としては組織

間のネットワーク、内的要因としては組織内の特性や個々人の特性をあげており、これらは協

働に向けた促進要因にも阻害要因にもなりうるものといえる。トラウマへの対応を行う組織に

おいて、トラウマの影響は当事者だけでなく、支援者や組織そのものにも及ぼされることは近

年知られるところとなった 4)。常日頃から関係性におけるトラウマを受けた子どもや家族に接

することは、支援者自身のさまざまなトラウマやヒトとの関係の中で築いてきた信念や信条を

揺さぶることとなる。支援対象者への関わりの中で、自身の気持ちを抑圧したり、無力感や絶

望感に支配されるなど、知らず知らずのうちに支援者が傷つくことも出てくるだろう。また、

支援者を支える構造が脆弱な組織であれば、組織自体も硬直し、新しい考えや外部の意見を取

り入れることも難しくなり、従来の関わり方に固執したり、権力を乱用した対応になるなど、

子どもと家族の健康な成長発達に求められる適切な対応がなされない状態が生じる。トラウマ

への支援を行う支援者や支援組織にはこうしたことが起きる可能性が高いゆえに、「協働」の

原理が重視され、そのあり方の工夫が様々な形で提示されていると考えられる。

最後にシステムが変化するには、高い職位と組織文化からの強いリーダーシップのもと、

TIC の重要性が強調される必要があるとコネチカット州におけるプロジェクトでは提言して

いる 15)。TI な文化風土の醸成を目指す Sanctuary Model を提唱した Bloom & Farragher4)による

と、健全な組織システムには、権威あるリーダーシップが求められ、リーダーは一貫して組織

システムの価値の模範になろうと最善を尽くし、チームメンバーの知見を尊重し、決断のプロ

セスで必要なメンバーに必要なタイミングで関わらせながら、可能な限りメンバー間でのコン

センサスへと導きながら、最後の決断を行うという。リーダーは権威主義的であってはならな

いが、権威あるリーダーシップを通して、トラウマに対応できる組織として TI な組織文化へ

と舵を切る長期的な取り組みに、常に権力分散型で取り組み続けることができる資質が求めら

れる。組織システムとしてのコミュニケーションのあり方として、率直な対話とふりかえり、

公正な決断のためのリーダーのありようが提示されているといえよう。

(2) 学びのスタイルについて

 プロジェクト参加への参加者のモチベーションは、学習する内容がどれほど自分の業務と関

連し、自分の目指す支援と合致するかによって変わってくるという 14)。また、トレーニング

のニーズやカリキュラム、獲得したいスキルなどは異なることから、それぞれの役割と職能

－ 105 －



機能に応じた内容とスキルが獲得できるように構成する必要がある 15)。したがって、実際の

研修内容と現場での実践とのすり合わせが求められることがわかる。多くのプロジェクトは、

既定のエビデンスベースドプログラムを導入しているが、それを基盤に研修での核となる概

念が現場の実践と関連するよう研修内容が構成された結果が、学習効果や満足度に反映され

ていたといえよう 14)。

また学習効果の定着には、参加者のニーズとモチベーションに応じた様々な学習スタイルが

求められることから、トレーニング内では座学とともに、実践に即した練習ができる機会や、

ケース検討などの協働学習の機会が提供された。加えて、研修と研修の間には練習と議論を通

した学習内容の強化が可能となる工夫としてのコンサルテーションやスーパーヴィジョン体

制、交流会等などが整備された。このことにより、研修のみと比して、臨床実践における持続

可能な変化が得られた 3)という。このような集中的な学習コミュニティを通した人材開発トレ

ーニングの仕組み 3)は、特に最前線のスタッフにおいて求められているものといえ、タイミン

グを逸しない事例検討の機会 8)や、現場のニーズに沿った内容が提供できる体制を整備するこ

とは、時間的制約のある支援者にとっては必要な要素といえる。

さらにより専門的なトラウマに特化した治療が必要とされる場合には、そうしたエビデンス

に基づく治療ができる機関が複数あること、そしてリファーできる体制が整備されていること

が求められる。リファーできる体制というのは、リファーの必要性があるかのアセスメントが

できることを含む、その他支援機関間の良好なコミュニケーション 8)が含まれる。したがって、

TIC というケアの連続線上の一つの選択肢としてトラウマに特化した治療法が統合されるた

めには、アセスメント 18)に関する共通理解とエビデンスに基づくトラウマに特化した治療 2)3)7)  

15) の普及が欠かせない。TIC の連続線に立つ多様な支援提供機関が協働するためのシステム

構築が求められる。

支援者の獲得したい内容について、トラウマのサインや症状、子どもや家族などの支援対象

者へのトラウマの影響といった TIC の知識を得ることは、支援対象者のよりよい理解につな

がるだけでなく、支援者自身の行動変容を促進する重要な要素であり 16)、エビデンスに基づく

実践と治療を系統立てて活用することにつながる 2)。またリソースペアレントにおいても、子

どもの行動をより肯定的にとらえ、より肯定的な養育方略を実践することで、子どもの行動の

改善につながるとともに、リソースペアレントの自己効力感の上昇につながるという結果が得

られた 15)。このような関係性における好循環は、安全や先の見通しを持つという新たな視点が

得られたゆえの変化といえ、トラウマによる反応に新たな意味付けが与えられたことを意味す

る。また、地域全体で取り組むことで得られた共通言語 3)をもとに、支援の方向性だけでなく、

支援の過程で生じる課題や困難に対する共通理解を得る地盤が整備されたと考えられる。

児童福祉領域における TIC の実践に関するカリキュラムとして、NCTSN が提供する

CWTTT21)は、トラウマに関する基礎的な内容だけでなく、ケースワーカーや SV を対象とした
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トラウマ理解と実践への応用の習得を可能とする研修キットとして、5 論文 2)3)7)14)15)で参照さ

れた。エビデンスに基づくツールキットである CWTTT は、トラウマの種類や子どもと親が受

ける短期的・長期的なトラウマの影響、レジリエンス、人種や文化とトラウマといったトラウ

(3) 課題と展望

Jankowski ら 11)も述べているように、児童福祉システムという複雑な文脈内では、媒介要因

を統制することの難しさもあり、児童福祉環境における大規模な TIC 介入の実施と評価の複

雑さと課題から、包括的な TIC 介入の効果は一律ではなく、微妙な色合いが生じるといえる。

包括的で多方向からの TIC 介入が開発された背景には、特定の実践のみでは変化が得にくい

という報告がある一方 9)で、特定の活動にターゲットを絞ることで効果が得られるという報告

もあり、例えばスクリーニングとケース計画立案に焦点をあてることで、ニーズの把握と支援

へのアクセス経路の開拓でより効果が得られたとする報告もある 11)。なお、特定の実践におけ

る変化を得るためには、TIC に関するトレーニングについて何がどれくらい必要かというバラ

ンスに関する知見はまだない。

しかし、本研究における文献精査を通して明らかとなったこととして、トラウマの視点を取

り入れることの意義と必要性は支援者自身強く認識しており、トラウマの影響を同定し減らす

ためには、TIC として介入のあり方を再定義し、新しい方向性を共有することが必要というこ

とがあげられる。そのためには、公衆衛生的視点からトラウマへの理解を深め、それぞれの立

場に応じたトラウマに関する理解と対応ができるための共通の知識基盤を持つことが求めら

れる。その一方で、完全にト TI なシステムとなるためには、調査報告で対象とされた期間に

とどまらず、さらなる年数を要すること 15)、また TIC を実践する障壁としてコミュニケーシ

ョン不足 3)や支援人口不足とトレーニング受講者数の少なさ 7)8)があげられた。組織（関係機

関）間や支援者同士、また専門家とを公式につなげる構造、地域と個人が協働できる土壌の醸

成は、TIC 先進国の米国においても進展が難しいことであるようだが、精神保健領域での支援

対象者と多様な支援者とのつながりは、サービスシステム同士がつながるモデルとして参考に

できるという 8)。つまり、まずは人と人とのコミュニケ―ションとして、支援対象者を中心と

したコミュニケーションの脈路を確実に伸ばしていくことから TIC は始まるのかもしれない。

マに関する基礎的な内容のほか、TIな児童福祉システムの必須要素に関する研修や、SVとして

のスキル習得やケースワーカーの支援力向上に向けた研修、日々の業務の中で支援対象者とと

もに使える具体的な方略に焦点を当てたTIな児童福祉システムの必須要素に関する研修など多

岐にわたる内容である。こうしたツールキットを基盤に、現場の実践と支援者のニーズに基づ

いた研修内容を構成していくことが有用と考えられる。
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TIC の視点からのアプローチは、神経生物学、アタッチメント、トラウマとレジリエンス分野

の研究を統合した生物心理社会モデルのアプローチといえ、ソーシャルワーク実践の核となる

価値ともなじむものである。できうる限り早期にトラウマに気付き、対応することは、よりよ

い効果につながるだけでなく、支援につながらなかった時に求められるさらなる支援やコスト

を減らすことができる。公衆衛生的視点からみたトラウマケア（図 1）における 3 段階を縦に

貫くトラウマの理解と対応が醸成されることが望まれる。そのためには、カジュアルな人と人

とのコミュニケーションの延長線上に、組織としてのコミュニケーションが成立し、風通しの

良い共通言語による協働が構築されることが望まれる。

5. まとめ
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